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382 社会福祉法人　信濃こぶし会

法 人 単 位 貸 借 対 照 表

令和 3 年 3 月 31 日 現在

第三号第一様式

資 産 の 部 負 債 の 部
当 年 当 年前 年

増 減
前 年

増 減

社会福祉法人　信濃こぶし会 （単位：円）

度 末 度 末 度 末 度 末

332,753,886流動資産 22,523,581355,277,467 流動負債 16,718,125 14,434,154 2,283,971
281,062,349  現金預金 11,624,883292,687,232   事業未払金 9,536,710 8,137,852 1,398,858
51,050,214  事業未収金 10,577,55061,627,764   1年以内返済予定リース債務 145,584 873,504 ; 727,920

576,241  利用者食費未収金 386,230962,471   仮受金 3,458 365,158 ; 361,700
65,082  仮払金 65,0820 ;   賞与引当金 3,631,725 3,789,660 ; 157,935

404,686,065固定資産 12,287,600392,398,465 ;   その他の流動負債 3,400,648 1,267,980 2,132,668
169,204,390 基本財産 9,507,923159,696,467 ; 固定負債 13,998,670 13,158,094 840,576
1,800,000  土地 01,800,000   リース債務 509,544 655,128 ; 145,584

166,404,390  建物 9,507,923156,896,467 ;   退職給付引当金 13,489,126 12,502,966 986,160
1,000,000  定期預金 01,000,000   負債の部合計 30,716,795 27,592,248 3,124,547

純 資 産 の 部235,481,675 その他の固定資産 2,779,677232,701,998 ;
32,184,567  土地 032,184,567 基本金 10,356,400 10,356,400 0
136,129,528  建物 12,627,812123,501,716 ; 国庫補助金等特別積立金 150,204,309 164,515,563 ; 14,311,254
17,860,288  構築物 2,935,93820,796,226 その他の積立金 14,195,601 9,195,575 5,000,026
5,096,101  機械及び装置 557,2774,538,824 ;   設備等整備積立金 11,971,578 6,971,574 5,000,004
8,537,701  車輌運搬具 2,254,1826,283,519 ;   工賃変動積立金 2,224,023 2,224,001 22
9,832,937  器具及び備品 1,324,58011,157,517 次期繰越活動増減差額 542,202,827 525,780,165 16,422,662
1,958,922  権利 73,4751,885,447 ; （うち当期活動増減差額） 21,422,688 19,391,832 2,030,856

649,458  ソフトウェア 3,359,8694,009,327
1,528,632  無形リース資産 873,504655,128 ;

5,000  投資有価証券 05,000
12,502,966  退職給付引当資産 986,16013,489,126
6,971,574  設備等整備積立資産 5,000,00411,971,578
2,224,001  工賃変動積立資産 222,224,023   純資産の部合計 716,959,137 709,847,703 7,111,434

737,439,951  資産の部合計 10,235,981747,675,932   負債及び純資産の部合計 747,675,932 737,439,951 10,235,981
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382 社会福祉法人　信濃こぶし会

こぶし園拠点区分　資金収支計算書
（自）令和 2 年 4 月 1 日　（至）令和 3 年 3 月 31 日

第一号第四様式

勘 定 科 目 差異(A)-(B)予 算 ( A ) 決 算 ( B ) 備 考

（単位：円）

14,086,531就労支援事業収入 899,53113,187,000 ;
14,086,531  就労支援事業収入 899,53113,187,000 ;
349,621,766障害福祉サービス等事業収入 5,178,766344,443,000 ;
267,242,598  自立支援給付費収入 2,960,598264,282,000 ;
145,619,188    介護給付費収入 1,608,188144,011,000 ;
117,492,340    訓練等給付費収入 1,161,340116,331,000 ;

4,131,070    計画相談支援給付費収入 191,0703,940,000 ;
56,372,788  障害児施設給付費収入 1,934,78854,438,000 ;
52,866,948    障害児通所給付費収入 1,638,94851,228,000 ;
3,505,840    障害児相談支援給付費収入 295,8403,210,000 ;
3,360,000  補足給付費収入 03,360,000
3,360,000    特定障害者特別給付費収入 03,360,000

10,675,020  特定費用収入 32,02010,643,000 ;
11,971,360  その他の事業収入 251,36011,720,000 ;

164,500    補助金事業収入 17,500147,000 ;
652,942    受託事業収入 45,058698,000

11,153,918    その他の事業収入 278,91810,875,000 ;
22,927受取利息配当金収入 35,07358,000

9,824,112その他の収入 4,8889,829,000
37,000  受入研修費収入 13,00050,000

2,147,715  利用者等外給食費収入 136,7152,011,000 ;
7,639,397  雑収入 128,6037,768,000

373,555,336    事業活動収入計（1） 6,038,336367,517,000 ;
260,983,981人件費支出 1,121,019262,105,000

3,148,800  役員報酬支出 151,2003,300,000
90,253,083  職員給料支出 1,693,91791,947,000
24,515,711  職員賞与支出 336,71124,179,000 ;
111,119,235  非常勤職員給与支出 1,191,235109,928,000 ;

2,803,500  退職給付支出 14,5002,818,000
29,143,652  法定福利費支出 789,34829,933,000
30,005,554事業費支出 3,354,44633,360,000
4,124,191  給食費支出 103,8094,228,000

412  医薬品費支出 4120 ;
2,880,314  保健衛生費支出 115,6862,996,000

0  医療費支出 15,00015,000
2,299  被服費支出 22,70125,000

751,948  教養娯楽費支出 178,052930,000
594,304  日用品費支出 105,696700,000
440,694  保育材料費支出 19,306460,000

1,944,324  本人支給金支出 25,6761,970,000
3,978,619  水道光熱費支出 521,3814,500,000
559,102  燃料費支出 144,898704,000

1,928,226  消耗器具備品費支出 281,7742,210,000
0  保険料支出 5,0005,000

1,806,395  賃借料支出 46,6051,853,000
185,095  教育指導費支出 135,905321,000

10,740,485  車輛費支出 1,422,51512,163,000
69,146  雑支出 210,854280,000

24,651,765事務費支出 6,528,23531,180,000
834,194  福利厚生費支出 69,806904,000
77,291  職員被服費支出 62,709140,000

171,890  旅費交通費支出 294,110466,000
276,309  研修研究費支出 243,691520,000
977,935  事務消耗品費支出 309,0651,287,000
88,635  印刷製本費支出 71,365160,000

628,451  水道光熱費支出 221,549850,000
158,267  燃料費支出 156,733315,000

2,044,710  修繕費支出 775,2902,820,000
1,607,546  通信運搬費支出 279,4541,887,000

27,036  会議費支出 57,96485,000
417,970  広報費支出 48,030466,000

7,237,196  業務委託費支出 1,757,8048,995,000
454,940  手数料支出 363,060818,000

2,742,958  保険料支出 333,0423,076,000
538,832  賃借料支出 291,168830,000

3,492,071  土地・建物賃借料支出 165,9293,658,000
1,325,285  租税公課支出 259,7151,585,000
1,002,010  保守料支出 244,9901,247,000
204,842  渉外費支出 221,158426,000
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382 社会福祉法人　信濃こぶし会

こぶし園拠点区分　資金収支計算書
（自）令和 2 年 4 月 1 日　（至）令和 3 年 3 月 31 日

第一号第四様式

勘 定 科 目 差異(A)-(B)予 算 ( A ) 決 算 ( B ) 備 考

（単位：円）

218,500  諸会費支出 164,500383,000
124,897  雑支出 137,103262,000

13,414,446就労支援事業支出 340,44613,074,000 ;
13,414,446  就労支援事業販売原価支出 340,44613,074,000 ;
13,414,446    就労支援事業製造原価支出 340,44613,074,000 ;
1,727,275その他の支出 156,2751,571,000 ;
1,727,275  利用者等外給食費支出 156,2751,571,000 ;

330,783,021    事業活動支出計（2） 10,506,979341,290,000
42,772,315  事業活動資金収支差額（3）=（1）-（2） 16,545,31526,227,000 ;
15,348,490固定資産取得支出 31,51015,380,000
5,413,830  構築物取得支出 8,1705,422,000
2,593,500  車輌運搬具取得支出 33,5002,627,000
3,678,160  器具及び備品取得支出 10,1603,668,000 ;
3,663,000  ソフトウェア取得支出 03,663,000
873,504ファイナンス・リース債務の返済支出 496874,000

16,221,994    施設整備等支出計（5） 32,00616,254,000
16,221,994  施設整備等資金収支差額（6）=（4）-（5） 32,006; 16,254,000 ; ;

0積立資産取崩収入 10,000,00010,000,000
0  積立資産取崩収入 10,000,00010,000,000

0    その他の活動収入計（7） 10,000,00010,000,000
7,196,566積立資産積立支出 1,911,5665,285,000 ;
2,196,562  退職給付引当資産支出 88,4382,285,000
5,000,004  積立資産積立支出 2,000,0043,000,000 ;

0その他の活動による支出 5,000,0005,000,000
0  施設等整備積立資産支出 5,000,0005,000,000

7,196,566    その他の活動支出計（8） 3,088,43410,285,000
7,196,566  その他の活動資金収支差額（9）=（7）-（8） 6,911,566; 285,000 ;

  予備費支出（10） 00
19,353,755  当期資金収支差額合計（11）=（3）+（6）+（9）-（10） 9,665,7559,688,000 ;

322,982,896  前期末支払資金残高（12） 4,896322,978,000 ;
342,336,651  当期末支払資金残高（11）+（12） 9,670,651332,666,000 ;
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別紙１

社会福祉法人　信濃こぶし会

1 継続事業の前提に関する注記
特になし

2 重要な会計方針
（１)有価証券の評価基準及び評価方法
　　・満期保有目的の債券等ー償却原価法(定額法）
　　・上記以外の有価証券で時価のあるものー決算日の市場価格に基づく時価法
（2）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産、無形固定資産（リース資産を除く）－定額法
　　・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（3）引当金の計上基準
　・退職給付引当金－　　

　・賞与引当金－　

3 重要な会計方針の変更
該当なし

4 法人で採用する退職給付制度
　　退職給付制度は、社会福祉法人長野県社会福祉協議会の退職年金共済制度によっています。
　　および、独立行政法人福祉医療機構の退職共済制度によっています。

5 法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。
(１)法人全体の計算書類(第１号の１様式、第２号の１様式、第３号の１様式）
（2）事業区分別内訳表（第１号の２様式、第２号の２様式、第３号の２様式）
　　当法人は社会福祉事業のみを行っているので、作成しない。
（3）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式）
　　　当法人は拠点区分が１つなので作成しない
（4）各拠点区分におけるサービス区分の内容
　　ア　こぶし園拠点区分（社会福祉事業）

1 こぶし園
2 こぶし園授産
3 グループホーム短期入所
4 すけっと
5 アイビス
6 本部
7 ヘルパーステーション小川
8 第２こぶし園
9 パドルダック

10 ぐーすか家
11 相談支援
12 ユアサポートぽっぽ
13 グループホーム
14 グース

6 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 1,800,000 0 0 1,800,000
建物 166,404,390 0 9,507,923 156,896,467
定期預金 1,000,000 0 0 1,000,000
合計 179,236,338 0 9,507,923 159,696,467

当法人は、期末在籍者に係る長野県退職共済制度における掛金累計額を退職給付
引当資産に計上するのと同時に、同額を退職給付引当金に計上している。

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当年度に帰
属する額を計上している。

財務諸表に対する注記（法人全体用）
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7 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し
該当なし

8 担保に供している資産
　担保に供している資産は以下のとおりである。
該当なし

9 固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）
勘定科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
基本財産土地 1,800,000 1,800,000
基本財産建物 295,076,100 138,179,633 156,896,467
定期預金 1,000,000 1,000,000
土地 32,184,567 32,184,567
建物 264,675,396 141,173,680 123,501,716
構築物 41,736,860 20,940,634 20,796,226
機械装置 9,045,927 4,507,103 4,538,824
車輌運搬具 47,565,223 41,281,704 6,283,519
器具及び備品 41,304,408 30,146,891 11,157,517
権利 9,268,820 3,374,046 5,894,774
無形リース資産 4,367,520 3,712,392 655,128

合計 748,024,821 383,316,083 364,708,738

10 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

勘定科目 債権額
徴収不能引当金

の期末残高
債権の期末残

高
事業未収金 61,627,764 0 61,627,764
補助金未収金 0 0
利用者食費未収金 962,471 0 962,471
未収金 0 0 0

合計 62,590,235 62,590,235

11 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益
　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は以下のとおりである。
該当なし

12 関連当事者との取引内容
　関連当事者との取引内容は次のとおりである。
該当なし

13 重要な偶発債務
該当なし

14 重要な後発事象
該当なし

15 その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の
状態を明らかにするために必要な事項
該当なし
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